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項目

１. セーフティネット部会の進め方
２．住宅セーフティネットを巡る現状（概括）と課題

①〜⑧ 現状にかかるデータ
３．基本的な方向性（案）
４．各部会の論点

①〜⑨ 論点にかかるデータ、取組、先進事例



１．セーフティネット部会の進め方について



4１．セーフティネット部会の進め方について

住宅セーフティネットの
さらなる充実

第2回

大家の不安感低減に向けて、市と
して何を行うべきか

民間事業者等に活躍してもらう
ために、どのような支援が必要か

相談体制をより充実していくため
に、市として何を行うべきか

第2回

第2回

第2回

重層的な住宅
セーフティネットの対応

第１回

将来的に対象世帯が減少してい
く中で、どのように公民の役割分
担をしていくべきか

SN住宅を一定数確保していくに
は、市として何を行うべきか

P1９～２2

P２3～２8



２．住宅セーフティネットを巡る現状（概括）と課題



6２．住宅セーフティネットを巡る現状（概括）と課題
住宅確保要配慮者の増加・多様化

中長期的には人口減少、著しい困
窮年収未満世帯数の減少の見込
み P7～8

現下では、単身高齢者や民借に住
む中年単身などが増加 P9～10

高優賃など施策住宅が減少、一方
でSN住宅の普及は低調 P11

公営住宅の居住者の高齢化等に
より、自治機能の低下、地域への
影響も懸念 P１2～１3

要配慮者への大家の不安感は高
く、特に孤独死への懸念が大きい

ひとり親や外国人など対象者毎
に得意とする居住支援団体が活
動しているが、補助等が不足して
おり、居住支援団体の運営が困難

参考

直営の相談体制を構築、民間のサ
ポーターと連携しているが、支援
事例は少ない 参考

P14

中長期的に要配慮者の減少が見込まれる中で、現下の需要に対応するためには、

公営住宅のみならず、民間賃貸住宅の活用や民間事業者との連携が求められる
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7２ー①．人口の推移・推計 7

〇人口は既にピークを過ぎ、今後は減少局面となる。
〇⾼齢化率は今後も上昇傾向、15年後の2040年には3人に1人が65歳以上と推
計される。

資料：国勢調査（各年）／横浜市政策局「横浜市の将来人口推計」

■総人口、３区分人口、65歳以上高齢化率の推移（横浜市）
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〇「著しい困窮年収」とは、年収と地域の⺠間賃貸住宅市場（家賃相場）の状況か
ら、適切な家賃負担で、適切な広さの⺠間賃貸住宅に⼊居することができない年
収（家族人数により異なる）のこと。

〇著しい困窮年収未満世帯は2020年度をピークに、今後も減少が続く。

２ー②．著しい困窮年収未満世帯数の推移

※国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所 が開発・配布する「住宅確保要配慮者世帯数推計⽀援プログラム（R4.9版）」を用い
た推計。公営住宅の⼊居資格世帯は裁量階層まで含む。

■要⽀援世帯数の推計※

資料：住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム
利用手引き及び技術的解説

■「著しい困窮年収⽔準」未満世帯

居住
面積水準
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130,511 130,240 128,835 126,003 122,117 118,871

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

2020

年度央

2025

年度央

2030

年度央

2035

年度央

2040

年度央

2045

年度央

公営住宅の入居資格世帯数 著しい困窮年収水準未満の世帯数

（世帯）



9２－③．高齢者のみ世帯の推移・推計 9

〇この20年間で高齢単身世帯は約2.7倍、夫婦のみの世帯で約1.7倍増加した。
〇単身世帯のうち３割強は借家に居住する。
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資料：総務省「平成５年住宅統計調査」「平成10・15・20・25・30・令和５年住宅・土地統計調査」

■高齢単身世帯数の推移（横浜市） ■高齢夫婦のみ世帯数の推移（横浜市）



10２－④．中年単⾝世帯の推移、⺠賃に住む中年単⾝世帯 10

〇中年単⾝世帯数が増加、今後も一定ボリュームを占め続ける。
〇⺠営借家に住む単⾝世帯は若年層が減り、プレシニア・シニア層が増加。

■中年単身（30～49歳）世帯数の推移
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資料︓国勢調査（H22,R2）、横浜市推計（R12〜）
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資料：住宅・土地統計調査（H15,R5）



11２－⑤．施策住宅の概要と推移 11

〇中堅ファミリーを対象とした「ヨコハマ・りぶいん」は借上げ期間満了に伴いR6に事業終
了。また、「⾼齢者向け優良賃貸住宅」や「⼦育てりぶいん」も同様に、将来的には
事業終了予定。

〇要配慮者向けには、今後、SN住宅に一本化されていく予定。

資料：建築局調べ

■施策住宅戸数の推移
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12２－⑦．市営住宅⼊居者数の推移 12

資料：建築局調べ
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〇この20年間で市営住宅⼊居者数は約２万人減少する中、65歳以上単⾝世帯の
⽐率が⾼まっている。

〇高齢化等により、⼊居者の義務となっている共⽤部の管理も困難な状況が生じて
いる。

〇コミュニティの担い⼿不⾜から、若い世代の⼊居促進を求める声もある。

■市営住宅 入居者・世帯数推移 ■市営住宅 単身世帯数・割合

（人・世帯） （人/世帯）

（世帯）



〇⼊居者の年齢構成は、高齢化が進⾏している。20年前（H16）時点で70歳以
上が約２割であったが、直近（R6）では５割弱を占める。

〇直近の市⺠全体の70歳以上約２割と⽐べても、乖離が⼤きい。

13２－⑧．市営住宅⼊居者の年齢 13

資料：建築局調べ

■市営住宅 年代別割合（H16末時点）
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14２－⑧．⼤家の不安感 14

資料：国交省関東地整 居住支援推進セミナー（2025.10）

第2回



３．基本的な方向性（案）



16３．基本的な方向性（案）

公営住宅や、公的賃貸、民間賃貸等により、福祉と連携しながら重層的な住宅セーフティネット
を構築する。

【基本的な考え方】

重層的な住宅
セーフティネットの対応

第１回

住宅セーフティネットの
さらなる充実

第2回

高齢者・障害者世帯に対して住宅
分野・福祉分野の一体となった居
住支援の検討が必要

公営住宅や、公的賃貸住宅、民間
賃貸住宅を活用して、重層的に対
応していく

多様な世帯等が安心して住み続
けられる居住環境を確保するた
め、今後もSN住宅の供給を一定
程度確保・拡充する

公民連携や住宅分野・福祉分野の
一体化により、居住支援を進める

地域（区）ごとの連携体制を確立
する

大家の不安感低減に取り組み、以
て公正な民賃市場を醸成する

不動産仲介業者のSN住宅への理
解促進



４．本⽇の部会の論点



18４．本⽇の部会の論点 再掲

住宅セーフティネットの
さらなる充実

第2回

大家の不安感低減に向けて、市と
して何を行うべきか

民間事業者等に活躍してもらう
ために、どのような支援が必要か

相談体制をより充実していくため
に、市として何を行うべきか

第2回

第2回

第2回

重層的な住宅
セーフティネットの対応

第１回

将来的に対象世帯が減少してい
く中で、どのように公民の役割分
担をしていくべきか

SN住宅を一定数確保していくに
は、市として何を行うべきか

P1９～２2

P２3～２8
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〇「著しい困窮年収」とは、年収と地域の⺠間賃貸住宅市場（家賃相場）の状況か
ら、適切な家賃負担で、適切な広さの⺠間賃貸住宅に⼊居することができない年
収（家族人数により異なる）のこと。

〇著しい困窮年収未満世帯は2020年度をピークに、今後も減少が続く。

４ー①．著しい困窮年収未満世帯数の推移 再掲

■要⽀援世帯数の推計※

資料：住宅確保要配慮者世帯数推計支援プログラム
利用手引き及び技術的解説

■「著しい困窮年収⽔準」未満世帯

居住
面積水準

200,482 204,477 206,288 205,024 201,657 198,964

130,511 130,240 128,835 126,003 122,117 118,871
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※国⼟交通省国⼟技術政策総合研究所 が開発・配布する「住宅確保要配慮者世帯数推計⽀援プログラム（R4.9版）」を用い
た推計。公営住宅の⼊居資格世帯は裁量階層まで含む。



20４－②．住宅困窮世帯と対応するストックのバランス 20

■公営住宅の入居資格世帯数と対応するストック
（2025年）

141,535⼾

著しい困窮年収
⽔準未満の世帯

公営住宅

公的賃貸

『低廉な家賃』
かつ『一定の
質』が確保され
た⺠賃等

130,240世帯 SN住宅等

※本推計は、主に世帯主年齢と世帯年収をベースに推計されており、障害者や外国人等の世帯属性は考慮されていない。

■著しい困窮年収水準未満の世帯数と対応する
ストック（2025年）

〇公営住宅⼊居資格世帯は約20万世帯、著しい困窮年収⽔準未満世帯は約13万
世帯となっている。

〇公営＋公的賃貸＋⺠賃等の活⽤＋家賃補助により、いずれも、量的には上回って
いる。

405,528⼾

公営住宅の⼊居
資格世帯

公営住宅

公的賃貸

『低廉な家賃』
かつ『一定の
質』が確保され
た⺠賃等

204,477世帯

SN住宅等



21４－②．住宅困窮世帯と対応するストックのバランス 21

備考著しい困窮年収⽔準
未満の世帯数

公営住宅の⼊居資格
世帯数

130,204204,477要⽀援世帯数（2025年度央）

備考著しい困窮年収⽔準
に対応するストック

公営住宅の⼊居資格
に対応するストック総数

27,13227,13227,132市営住宅（直接建設、改良）公
営
住
宅

3,9413,9413,941市営住宅（借上げ）
17,76217,76217,762県営住宅★
1,4462,6582,765⾼齢者向け地域優良賃貸住宅公

的
賃
貸
住
宅

224242284⼦育て向け地域優良賃貸住宅
対応するストックはR7末実績7,29824,55943,454UR賃貸住宅★
対応するストックはR7末実績15121631市公社住宅★
対応するストックは低廉＆
S56〜

67,967263,934508,000⺠間賃貸住宅☆⺠
間
賃
貸
住
宅

対応するストックは低廉＆腐
朽破損なし＆S56〜

12,25747,56991,700賃貸用の空き家☆

対応するストックは低廉＆腐
朽破損なし＆S56〜＆駅から
１km圏

3,01311,70222,545その他の空き家☆

1455,53311,452SN登録住宅、居住サポート住宅S
N
住
宅 335335上記に含む家賃補助付きSN登録住宅、

家賃補助付き居住サポート住宅
141,535405,528729,666合計

※総数・ストック数はR7末の実績。ただし、★の住宅はR6末の横浜市統計書、☆の住宅はR5住宅・⼟地統計調査による。



22４－③．公的賃貸住宅等の対応範囲＜現状＞ 22

⼾数は令和７年度（★は令和６年度末、☆は令和4年度末）
※ 実際の家賃額から主要な範囲を表示

単身世帯 一般世帯 子育て世帯 高齢者世帯 障害者世帯等

セーフティネット住宅
（11,442⼾）
居住サポート住宅
（10⼾）
家賃補助付き
セーフティネット
住宅
（335⼾）
家賃補助付き
居住サポート
住宅
（0⼾）

市営住宅（31,073⼾）
県営住宅（17,742⼾★）

サービス付き
高齢者向け

住宅
（5,493⼾）

１万円

6万円

12万円

30万円
⺠間賃貸住宅
による補完

高齢者向け
優良賃貸
住宅
(2,765⼾)
(参考：県０⼾)

市営住宅のうち高齢者用

UR都市機構賃貸住宅
（43,454★）

子育て世帯向け
地域優良賃貸住宅
（284⼾）

ヨコハマ・りぶいん
（R6終了）

URのうち
高齢者向け
優良賃貸住
宅
(1,288⼾☆)

〇市営住宅内訳
・公営住宅 直接建設 25,988⼾

借上 3,941⼾
・改良住宅 1,144⼾

〇内訳
・直接建設型（シルバーハウジング
プロジェクト（SHP）等）

929⼾
・借上型（シニアりぶいん）

3,155⼾

〇車いす用
・直接建設 104⼾

市住宅供給公社
賃貸住宅（631⼾★）
県住宅供給公社
賃貸住宅（17,726⼾★）

費
用
負
担
（
月
額
）※

１



・家賃滞納リスク

・孤独死・残置物リスク

・近隣トラブルへの懸念

・身体状況の変化への懸念

大家のリスク低減施策の事例

23４－④．SN住宅が普及しない要因（仮説） 23

要因１ 大家の不安

・通常賃貸と比べて割に合わない
・期間縛りへの忌避

改修費上乗せ補助や受け入れ謝礼
金の事例

要因２ 経済非合理性

・登録メリットが伝わっていない

・登録手続きの煩雑さ

・行政・居住支援団体の支援が見えに

くい

登録報奨金や手続き支援の事例

要因３ 手続・制度の分かりにくさ

・低家賃帯×SN要件を満たす物件が市
場に少ない

物件の掘り起こし、再市場化の取
組事例

要因４ 立地・物件のミスマッチ

P２6

P２6～２7

P２4～２5

P２8



24４－⑤．⼤家のリスク低減に向けた保険 24

〇孤⽴死等による損害保険の保険料を
⾏政が負担することで、⾼齢者等に賃
貸する⼤家の負担感を低減

〇保険料負担は、名古屋市、港区、品
川区等で実施されている。

■仕組み
・民間の保険会社と行政が損害保険契約を締結
・大家や管理会社が申請

■補償内容（上限等あり）
・空室損失補償
・家賃値引き損失補償
・原状回復費用
・事故対応費用
・事故再発防止費用

■保険金請求の流れ

資料：港区HP



25４－⑥．⾒守りサービスの普及施策 25

〇通報ボタンや生活リズムセンサー等による安否確認。
〇品川区、港区、広島県⼤崎上島町等では、利⽤料と駆け付け費
⽤も利⽤者負担なしで実施されている。

〇利⽤料無料とすることで普及を図り、以て⼤家の安⼼に繋げる。

資料：品川区HP



26４－⑦．登録補助、改修費補助等（東京都） 26

〇SN専⽤住宅の登録報奨⾦（５
万円）や、登録事務を無料で⽀
援

〇貸主⽀援の各種補助メニューが
あり、必要に応じて選択可

■登録協⼒補助（登録協⼒報奨⾦）
（令和8年度事業規模200⼾）

耐震改修補助⾦

住宅設備改善費補助⾦

⾒守り機器設置費等補助⾦

少額短期保険等保険料補助⾦

■貸主応援事業

■登録⽀援（令和8年度は未開始）

上限250万円

上限50万円

資料：東京都HP https://www.juutakuseisaku.metro.tokyo.lg.jp/safety_net



27４－⑧．⽂京区すまいる住宅 27

〇住宅確保要配慮者の⼊居を拒ま
ない住宅を区へ登録

〇区が資格認定した⾼齢者等の⼊
居が継続する限り、住宅オーナー
に謝礼⾦を⽀払う

〇所管は福祉政策課福祉住宅係

■すまいる住宅の⾒守り体制と⼿厚い補助

■オーナー謝礼加算項目（全27項目）

電球⾒守り
（毎日）緊急通報

装置

救急対応

LSA
生活相談

基本謝礼
（1万円/
月）

設備加算謝
礼（上限1
万円/月）

■登録要件（抜粋）
・家賃17万円以下
・専有面積15㎡以上
・サ⾼住でないこと
・仲介者が誓約

資料：文京区HP https://www.city.bunkyo.lg.jp/b016/p000751.html

室内死亡時の
費用保障（上
限50万円）



28４－⑨．空き家対策モデル事業（⼤分市） 28

〇⼤分市、⼤分⼤学、⺠間事業者が取り組む公⺠学連携プロジェクト。
〇⼤学が⻑期空き家等を発掘し、市が所有者を特定・同意取得のうえ接触。
〇市場流通しにくい⻑期空き家等を再市場化するスキームを試⾏した。

28 28

■恒久的なスキーム案（たたき台）■モデル事業のスキーム（R6年度）


